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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期

第１四半期連結
累計期間

第68期
第１四半期連結
累計期間

第67期

会計期間
自　2018年１月１日
至　2018年３月31日

自　2019年１月１日
至　2019年３月31日

自　2018年１月１日
至　2018年12月31日

売上高 （千円） 15,602,158 14,917,605 59,662,791

経常利益 （千円） 1,049,699 569,271 3,592,757

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（千円） 729,213 347,318 2,274,892

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 629,945 470,191 2,019,884

純資産額 （千円） 15,790,332 17,059,433 16,977,348

総資産額 （千円） 35,557,577 43,480,342 43,114,834

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 65.81 31.33 205.25

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 44.4 39.2 39.4

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１．四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用環境や所得環境の改善がみられ、生産活動においても緩

やかな回復傾向が継続し、景気は全般的に堅調に推移しましたが、世界経済におきましては、米中貿易摩擦の長期

化や英国のＥＵ離脱問題の影響が懸念され、先行き不透明な状況が続きました。

当社グループの属しておりますエレクトロニクス業界におきましては、国内外で自動車の電装化や生産現場にお

ける産業用ロボットの導入など、様々な場面で電子機器・部品や生産設備の需要は堅調に推移いたしましたが、前

述の世界経済の影響により生産動向は不透明な状況が続きました。

このような状況下、当社グループは、「第９次中期経営計画（2017年～2020年）」の基本方針に基づき、オリジ

ナル製品の拡販や成長性を重視した新市場の開拓、海外事業の拡大に取組みました。

当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は14,917百万円（前年同期比4.4％

減）、営業利益は556百万円（前年同期比43.6％減）、経常利益は569百万円（前年同期比45.8％減）、親会社株主

に帰属する四半期純利益は347百万円（前年同期比52.4％減）となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

当社グループは、「第９次中期経営計画」の事業戦略である「オリジナル製品開発の強化」「海外ビジネス展開

の強化」に沿った計数管理及び情報開示を行うため、当第１四半期連結会計期間より、従来「国内販売事業」セグ

メントに含まれておりました当社海外事業本部と「海外子会社」セグメントを統合し、「海外事業」として報告セ

グメントの区分を変更しております。

また、各セグメントの前年同期比較につきましては、前年同期の実績を変更後の報告セグメントの区分に組替え

た数値で比較しております。

 

国内販売事業

当セグメントにつきましては、製造装置では、自社製品比率は低下しましたが、半導体ウェーハの生産用に半導

体製造装置の販売が好調に推移した一方、電子機器及び部品では、中国経済の減速による生産設備の調整を受け、

半導体やロボット産業の生産設備向けに、「電子部品＆アセンブリ商品」のコネクタやハーネスが、半導体やフ

ラットパネルディスプレイの生産設備向けに「画像関連機器・部品」のカメラの販売がそれぞれ減少しました。ま

た、データセンター向けの無停電電源装置（ＵＰＳ）は、大型案件があった前年同期の実績に至らなかったことか

ら、当セグメントの売上高は10,217百万円（前年同期比18.2％減）となりセグメント利益（営業利益）は272百万

円（前年同期比49.6％減）となりました。

 

国内製造事業

当セグメントにつきましては、製造装置を手掛ける装置事業部門は、半導体ウェーハの生産用に半導体製造装置

の販売が、レーザーダイオードや電子部品の生産用に電子部品製造装置の販売がそれぞれ減少しました。また、電

子機器及び部品を手掛ける部品事業部門は、特殊コネクタの販売が減少したことから売上、利益共に前年同期の実

績を下回りました。

この結果、セグメント間の内部売上高を含めた当セグメントの総売上高は2,028百万円（前年同期比14.6％減）

となりました。また、外部顧客への売上高は784百万円（前年同期比6.3％減）となり、セグメント利益（営業利

益）は93百万円（前年同期比74.2％減）となりました。

 

海外事業

当セグメントにつきましては、電子機器及び部品では、北米及び中国・韓国市場にて「電子部品＆アセンブリ商

品」や「画像機器・部品」の販売が減少しましたが、韓国市場向けに、「半導体・フラットパネルディスプレイ製

造装置」の販売が、中国市場向けに「電子部品製造装置」の販売がそれぞれ好調に推移しました。

この結果、当セグメントの売上高は3,915百万円（前年同期比72.3％増）となり、セグメント利益（営業利益）

は208百万円（前年同期比111.3％増）となりました。
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②財政状態の状況

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、財政状態については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前連結会

計年度末との比較・分析を行っております。

 

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における流動資産は36,594百万円となり、前連結会計年度末に比べ139百万円増加

いたしました。これは主に電子記録債権が1,088百万円減少したものの、商品及び製品が361百万円、仕掛品が202

百万円、流動資産その他に含まれる前渡金が656百万円増加したことによるものであります。固定資産は6,885百万

円となり、前連結会計年度末に比べ225百万円増加いたしました。これは主に投資その他の資産が215百万円増加し

たことによるものであります。

　この結果、総資産は43,480百万円となり、前連結会計年度末に比べ365百万円増加いたしました。

 

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における流動負債は23,426百万円となり、前連結会計年度末に比べ293百万円増加

いたしました。これは主に支払手形及び買掛金が641百万円減少したものの、電子記録債務が835百万円増加したこ

とによるものであります。固定負債は2,994百万円となり、前連結会計年度末に比べ９百万円減少いたしました。

　この結果、負債合計は26,420百万円となり、前連結会計年度末に比べ283百万円増加いたしました。

 

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は17,059百万円となり、前連結会計年度末に比べ82百万円増加

いたしました。これは主に剰余金の配当388百万円の支払いがあったものの、親会社株主に帰属する四半期純利益

347百万円の計上、その他有価証券評価差額金が107百万円増加したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は39.2％となり、前連結会計年度末との比較で0.2ポイント低下いたしました。

 

(2) 経営方針・経営戦略、事業上及び財務上の対処すべき課題等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略、事業上及び財務上の対処

すべき課題等について重要な変更はありません。

　なお、当社は「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」を定めており、その

内容は以下のとおりであります。

 

（当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針）

Ⅰ　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の概要

　当社は、公開会社として、株主、投資家の皆様による当社株券等の自由な売買を認める以上、大量買付行為に応

じて当社株券等の売却を行うか否かのご判断は、最終的には当社株券等を保有する当社株主の皆様の意思に基づき

行われるべきものと考えております。

　しかしながら、近年のわが国の資本市場においては、対象会社となる会社の経営陣の賛同を得ずに、一方的に大

量買付行為を強行する動きも見受けられます。こうした大量買付行為の中には、対象会社の企業価値の向上及び会

社の利益ひいては株主共同の利益の実現に資さないものも少なくありません。

　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の様々な企業価値の源泉を十分に理解

し、当社を支えていただいておりますステークホルダーとの信頼関係を築き、当社の企業価値及び会社の利益ひい

ては株主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。したがいまして、当

社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害するおそれのある不適切な大量買付行為を行う者

は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適切ではないと考えております。

 

Ⅱ　基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

　当社では、当社の企業価値の向上及び会社の利益ひいては株主共同の利益の実現によって、株主、投資家の皆様

に長期的に継続して当社に投資していただくため、上記Ⅰの基本方針の実現に資する特別な取組みとして、以下の

施策を実施しております。

　この取組みは、下記２．の当社の企業価値の源泉を十分に理解した上で策定されており、当社の企業価値及び会

社の利益ひいては株主共同の利益を中長期的に確保し、向上させるべく十分に検討されたものであります。したが

いまして、この取組みは、上記Ⅰの基本方針に沿うものであり、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、ま

た、当社役員の地位の維持を目的とするものでもありません。
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１．企業価値向上に資する取組み

　当社グループでは、「ダイトロン・スピリッツ」と称して、創業の精神、行動規範、経営理念を制定し、株主満

足・顧客満足・仕入先満足・従業員満足の４つの視点を経営方針として定めると共に、法令遵守や社会貢献への取

組みを企業の基本姿勢として提示しております。

 

<中期経営計画について>

　2017年を初年度とする「第９次中期経営計画（2017年～2020年）」を策定し、次の２つの経営指針「Creator

for the NEXT」「製販融合路線」をそれぞれグループ・ステートメント及び中期経営計画スローガンとして定めて

おります。

 

２．企業価値の源泉

　当社グループは、３社統合効果の最大化を図り、製販融合路線による“エレクトロニクス業界の技術立社”とし

て、市場ニーズを見極める「マーケティング力」と高付加価値なオリジナル製品を生み出す「開発・製造力」を併

せ持った独自性を武器に、確かな業界でのプレゼンス（存在感）を発揮してまいります。

① 製販融合路線の経営

② 先見性とマーケティング力

③ 総合サポート機能

これらの強みを活かすことにより、顧客ニーズを的確に具現化し、付加価値とコスト競争力の高い商品・サービ

スの提供を可能にしております。

 

３．コーポレート・ガバナンスの強化に対する取組み

当社グループは、経済のグローバル化が進み企業を取り巻く経営環境が著しく変化する中、企業が持続的に発展

し、「企業価値の最大化」を常に追求していくことが社会の健全な発展に寄与し、社会的責任を果たすものと考え

ております。そのために必要不可欠となる法令遵守はもとより、企業倫理、地球環境、社会貢献等を含んだ経営理

念を制定しております。この経営理念を実現するためにはコーポレート・ガバナンスの強化が重要課題であると認

識し、2019年３月29日提出の第67期有価証券報告書の「第４　提出会社の状況」の「６　コーポレート・ガバナン

スの状況等　(1)コーポレート・ガバナンスの状況」に記載のとおりの施策を実施しております。

 

４．ステークホルダーからの信頼を得るための取組み

当社グループは、株主の皆様、顧客、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーからの信頼を一層高める

ため、コンプライアンス、リスク管理、環境・安全・品質の確保、社会貢献活動等ＣＳＲ（企業の社会的責任）活

動の更なる充実・強化に努めてまいります。

 

Ⅲ　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組みの概要

　当社としては、当社株券等に対する大量買付行為が行われた場合、当該大量買付行為が当社の企業価値の向上及

び会社の利益ひいては株主共同の利益の実現に資するものであるか否か、株主の皆様に適切に判断していただき、

当該大量買付行為に関する提案に応じるか否かを決定していただくためには、大量買付者及び当社取締役会の双方

から適切かつ十分な情報が提供され、検討のための十分な期間が確保されることが不可欠であると考えておりま

す。また、当社取締役会は、当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益の確保又は向上の観点から大

量買付行為の条件・方法を変更・改善させる必要があると判断する場合には、大量買付行為の条件・方法につい

て、大量買付者と交渉すると共に、当社の株主の皆様に対して代替案の提案等を行う必要もあると考えております

ので、そのために必要な時間も十分に確保されるべきであります。

　当社は、このような考え方に立ち、2017年２月７日開催の取締役会において、当社株券等の大量買付行為への対

応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）の具体的内容を決定し、2017年３月30日開催の第65期定時

株主総会にて、株主の皆様より承認、可決され、更新いたしました。なお、当社は、2014年３月28日開催の第62期

定時株主総会における株主の皆様のご承認を得て当社株券等の大量買付行為への対応策（買収防衛策）（以下「旧

プラン」といいます。）を導入していたものであり、本プランは、旧プランの有効期間満了に伴い、これを更新し

たものです。

　本プランは、大量買付者に対し、本プランの遵守を求めると共に、大量買付者が本プランを遵守しない場合、並

びに大量買付行為が当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害するものであると判断され

る場合の対抗措置を定めており、その概要は以下のとおりであります（なお、本プランの詳細につきましては、当

社のウェブサイト（http://www.daitron.co.jp/index.html）で公表している2017年２月７日付プレスリリース

「会社の支配に関する基本方針及び当社株券等の大量買付行為への対応策（買収防衛策）の更新に関するお知ら

せ」をご参照ください。）。
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１．本プランの発動に係る手続

　本プランの対象となる行為は、当社株券等の一定数以上の買付けその他の有償の譲受け又はこれらに類似する行

為（以下「大量買付行為」といいます。）が行われる場合に、大量買付行為を行い又は行おうとする者（以下「大

量買付者」といいます。）に対し、当該大量買付行為の内容の検討に必要な情報の提供を求め、当該大量買付行為

についての情報の収集及び検討のための一定の期間を確保した上で、必要に応じて、大量買付者との間で大量買付

行為に関する条件・方法について交渉し、更に、当社取締役会として、株主の皆様に代替案を提示するなどの対応

を行っていくための手続を定めております。

 

２．対抗措置の概要

　本プランは、大量買付者に対して所定の手続に従うことを要請すると共に、かかる手続に従わない大量買付行為

がなされる場合や、かかる手続に従った場合であっても当該大量買付行為が当社の企業価値及び会社の利益ひいて

は株主共同の利益を著しく害するものであると判断される場合には、かかる大量買付行為に対する対抗措置とし

て、原則として新株予約権を株主の皆様に無償で割り当てるものです。

　本プランに従って割り当てられる新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）には、①大量買付者及びそ

の関係者による行使を禁止する行使条件や、②当社が本新株予約権の取得と引換えに大量買付者及びその関係者以

外の株主の皆様に当社普通株式を交付する取得条項等を付すことが予定されております。

　また、会社法その他の法律及び当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動することが適切と判断された場

合には当該その他の対抗措置が用いられることもあります。

　本新株予約権の無償割当てが実施された場合、かかる行使条件や取得条項により、当該大量買付者及びその関係

者の有する議決権の当社の総議決権に占める割合は、大幅に希釈化される可能性があります。

 

３．独立委員会の設置

　本プランに定めるルールに従って一連の手続が遂行されたか否か、及び、本プランに定めるルールが遵守された

場合に当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を確保し又は向上させるために必要かつ相当と考え

られる一定の対抗措置を講じるか否かについては、当社取締役会が最終的な判断を行いますが、その判断の合理性

及び公正性を担保するために、当社は、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会を設置することとしま

す。独立委員会は、３名以上５名以下の委員により構成され、委員は、社外取締役、社外監査役、弁護士、税理

士、公認会計士、学識経験者、投資銀行業務に精通する者及び他社の取締役又は執行役として経験のある社外者等

の中から当社取締役会が選任するものとします。

 

４．情報開示

　当社は、本プランに基づく手続を進めるにあたって、大量買付者が出現した事実、大量買付者から十分な情報が

提供された事実、取締役会の判断の概要、対抗措置の発動又は不発動決定の概要、対抗措置の発動に関する事項そ

の他の事項について、株主の皆様に対し、適時適切に開示いたします。

 

Ⅳ　本プランの合理性（本プランが基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位

の維持を目的とするものではないこと及びその理由）

　当社取締役会は、本プランが、以下の理由により、上記Ⅰの基本方針に沿うものであり、当社株主の共同の利益

を損なうものではなく、また当社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えております。

 

１．買収防衛策に関する指針（経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の

確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」）等の要件等を完全に充足していること

２．企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益の確保又は向上を目的として更新されていること

３．株主意思を重視するものであること

４．独立性の高い社外者（独立委員会）の判断の重視

５．対抗措置に係る合理的な客観的要件の設定

６．当社から独立した地位にある第三者専門家の助言の取得

７．デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと

 

　(3) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は29百万円であり、研究開発活動の状況に重要な

変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

EDINET提出書類

ダイトロン株式会社(E02898)

四半期報告書

 6/17



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2019年３月31日）

提出日現在発行数（株）
(2019年５月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,155,979 11,155,979
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株でありま

す。

計 11,155,979 11,155,979 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

   該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

   該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

   該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2019年１月１日～

2019年３月31日
－ 11,155,979 － 2,200,708 － 2,482,896

 

（５）【大株主の状況】

　　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2018年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

2019年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　 68,700
－

権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,079,800 110,798 同上

単元未満株式 普通株式　　　 7,479 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 11,155,979 － －

総株主の議決権 － 110,798 －

　（注）上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数９個が含まれております。

 

②【自己株式等】

2019年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

（自己保有株式）

ダイトロン株式会社

大阪市淀川区宮原四丁目

６番11号
68,700 － 68,700 0.61

計 － 68,700 － 68,700 0.61

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ダイトロン株式会社(E02898)

四半期報告書

 8/17



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2019年１月１日から2019

年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年１月１日から2019年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,953,090 8,884,963

受取手形及び売掛金 ※１ 12,634,263 ※１ 12,648,194

電子記録債権 ※１ 7,179,476 ※１ 6,091,161

商品及び製品 2,828,349 3,189,957

仕掛品 1,881,288 2,083,564

原材料 323,398 354,652

その他 2,655,484 3,342,765

貸倒引当金 △217 △563

流動資産合計 36,455,135 36,594,695

固定資産   

有形固定資産 4,626,251 4,635,741

無形固定資産 115,380 116,732

投資その他の資産   

その他 1,924,673 2,139,780

貸倒引当金 △6,606 △6,606

投資その他の資産合計 1,918,067 2,133,173

固定資産合計 6,659,698 6,885,647

資産合計 43,114,834 43,480,342

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※１ 7,093,771 ※１ 6,451,772

電子記録債務 9,939,308 10,774,498

短期借入金 360,336 460,746

1年内返済予定の長期借入金 139,996 139,996

未払法人税等 819,622 364,688

賞与引当金 101,802 476,114

その他の引当金 40,145 46,690

その他 4,637,921 4,711,658

流動負債合計 23,132,904 23,426,166

固定負債   

長期借入金 171,682 136,683

退職給付に係る負債 2,748,484 2,786,598

資産除去債務 47,693 47,885

その他 36,721 23,575

固定負債合計 3,004,581 2,994,742

負債合計 26,137,485 26,420,908

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,200,708 2,200,708

資本剰余金 2,556,016 2,556,016

利益剰余金 12,271,669 12,230,933

自己株式 △52,481 △52,534

株主資本合計 16,975,912 16,935,124

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 362,484 470,079

繰延ヘッジ損益 △1,278 778

為替換算調整勘定 △75,442 △69,529

退職給付に係る調整累計額 △287,692 △280,384

その他の包括利益累計額合計 △1,930 120,942

非支配株主持分 3,366 3,366

純資産合計 16,977,348 17,059,433

負債純資産合計 43,114,834 43,480,342
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年３月31日)

売上高 15,602,158 14,917,605

売上原価 12,414,274 12,024,855

売上総利益 3,187,883 2,892,749

販売費及び一般管理費 2,200,639 2,336,255

営業利益 987,244 556,494

営業外収益   

受取利息 757 1,025

受取配当金 1,643 2,154

保険配当金 6,194 11,351

補助金収入 58,648 6,343

雑収入 7,469 8,500

営業外収益合計 74,713 29,375

営業外費用   

支払利息 2,985 4,158

手形売却損 391 373

売上割引 3,716 5,345

為替差損 2,693 4,414

雑損失 2,471 2,305

営業外費用合計 12,258 16,598

経常利益 1,049,699 569,271

特別利益   

固定資産売却益 3,531 －

特別利益合計 3,531 －

特別損失   

固定資産除売却損 43 1,295

特別損失合計 43 1,295

税金等調整前四半期純利益 1,053,187 567,975

法人税、住民税及び事業税 451,111 338,030

法人税等調整額 △127,137 △117,373

法人税等合計 323,974 220,656

四半期純利益 729,213 347,318

親会社株主に帰属する四半期純利益 729,213 347,318
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年３月31日)

四半期純利益 729,213 347,318

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △38,561 107,594

繰延ヘッジ損益 82 2,057

為替換算調整勘定 △73,111 5,912

退職給付に係る調整額 12,322 7,308

その他の包括利益合計 △99,268 122,873

四半期包括利益 629,945 470,191

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 629,945 470,191

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　※１　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計期

間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2018年12月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2019年３月31日）

受取手形 73,141千円 66,234千円

電子記録債権

支払手形

143,194

923

142,728

1,548

 

　２　譲渡済手形債権支払留保額

 
前連結会計年度
（2018年12月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2019年３月31日）

譲渡済手形債権支払留保額 69,394千円 76,520千円

受取手形債権流動化による譲渡高 412,571 396,756

（注）譲渡済手形債権支払留保額は、債権流動化による受取手形の譲渡高のうち遡及義務として支払留保されているもの

　であります。

 

　３　貸出コミットメント契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結しております。これら

契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2018年12月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2019年３月31日）

貸出コミットメントの総額 2,000,000千円 2,000,000千円

借入実行残高 － －

差引額 2,000,000 2,000,000

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、当第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2018年１月１日
至 2018年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2019年１月１日
至 2019年３月31日）

減価償却費 63,839千円 78,342千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2018年１月１日　至　2018年３月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年３月29日

定時株主総会
普通株式 332,402 30 2017年12月31日 2018年３月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年３月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年３月28日

定時株主総会
普通株式 388,054 35 2018年12月31日 2019年３月29日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2018年１月１日　至　2018年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 国内販売事業 国内製造事業 海外事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 12,492,693 837,273 2,272,191 15,602,158 － 15,602,158

セグメント間の内部

売上高又は振替高
537,785 1,538,986 35,879 2,112,651 △2,112,651 －

計 13,030,478 2,376,260 2,308,070 17,714,810 △2,112,651 15,602,158

セグメント利益 541,001 362,254 98,768 1,002,025 △14,780 987,244

（注）１．セグメント利益の調整額△14,780千円には、セグメント間取引消去△3,788千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△10,991千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販

売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 国内販売事業 国内製造事業 海外事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 10,217,511 784,337 3,915,756 14,917,605 － 14,917,605

セグメント間の内部

売上高又は振替高
474,257 1,243,997 74,973 1,793,227 △1,793,227 －

計 10,691,768 2,028,334 3,990,730 16,710,832 △1,793,227 14,917,605

セグメント利益 272,901 93,287 208,686 574,875 △18,380 556,494

（注）１．セグメント利益の調整額△18,380千円には、セグメント間取引消去△4,246千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△14,134千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販

売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　当社グループは、「第９次中期経営計画」の事業戦略である「オリジナル製品開発の強化」「海外ビジネ

ス展開の強化」に沿った計数管理及び情報開示を行うため、当第１四半期連結会計期間より、従来「国内販

売事業」セグメントに含まれておりました当社海外事業本部と「海外子会社」セグメントを統合し、「海外

事業」として報告セグメントの区分を変更しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成した

ものを開示しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2018年１月１日
至　2018年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年３月31日）

１株当たり四半期純利益 65円81銭 31円33銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 729,213 347,318

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
729,213 347,318

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,080 11,087

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

   2019年５月９日

 

ダイトロン株式会社

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 増村　正之　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩淵　貴史　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイトロン株式

会社の2019年１月１日から2019年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2019年１月１日から2019年３

月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年１月１日から2019年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイトロン株式会社及び連結子会社の2019年３月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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